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県知事は、認定計画の実施に著しい支障が生じて、当該認定計画に従って改善事業を実施する

見込みがなくなったと認められる場合又は当該認定計画が法令及び認定審査基準を満たさなく

なったと認められる場合には、認定を取り消すことができること。 

なお、認定の取消に当たっては、事前に認定組合等又は認定中小企業者の意見を十分に聴取す

ること。 

 

（参考） 

【改善計画の認定審査基準】 

事業協同組合等又は中小企業者が作成し、認定を申請する改善計画が、次に掲げる基準のいず

れにも適合するものであること。 

 （１）事業協同組合等の改善計画の認定審査基準 

① 改善事業（法第４条第１項に規定する改善事業をいう。以下同じ。）の目標、内容及び実

施時期が中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理

の改善に係る措置に関する基本的な指針（平成 10 年通商産業省・労働省告示第２号。以

下「基本指針」という。）に照らして適切なものであること。 

    ② 改善事業の内容、実施期間並びに事業実施に必要な資金の額及びその調達方法が、改善

事業の目標を確実に達成するために適切なものであること。 

    ③ 基本指針に基づく労働時間等の設定の改善、男女の雇用機会均等の確保及び職業生活と

家庭生活との両立支援、職場環境の改善、福利厚生の充実、募集・採用の改善、教育訓練

の充実及びその他の雇用管理の改善の７項目のうち、当該事業協同組合等の実情に照らし

て、労働力の確保のために必要かつ適切な項目又は実践的な職業能力の開発及び向上を図

ることが必要な青少年にとって良好な雇用の機会の創出に資する項目に取り組むもので

あることが望ましいこと。 

④ 構成中小企業者の概ね３分の１以上が、③の７項目のうち、募集・採用の改善を除くも

ののいずれかについて、当該事業協同組合等が掲げる目標に沿った事業に取り組むことと

していることが望ましいこと。 

  なお、「構成中小企業者の概ね３分の１以上」とは、労働者を雇用している構成中小企業

者の概ね３分の１以上をいうものであると思料されること。 

    ⑤ 事業協同組合等が、その構成中小企業者から委託を受けて労働者の募集を行う場     

合においては、募集に従事する者の配置等その募集に係る体制等が整備されているもので

あること。 

    なお、「募集に従事する者の配置等その募集に係る体制等が整備されているものである

こと」とは、募集に従事する者として事業協同組合等の役員又は職員が指定されており、

労働者の募集に必要な設備等が整備されていることをいうものであること。 

（２）中小企業者の改善計画の認定審査基準       

    ① 改善事業の目標、内容及び実施時期が基本指針に照らして適切なものであること。 

    ② 改善事業の内容、実施時期並びに事業実施に必要な資金の額及びその調達方法が、改 

善事業の目標を確実に達成するために適切なものであること。 

    ③ 基本指針に基づく労働時間等の設定の改善、男女の雇用機会均等の確保及び職業生活と

家庭生活との両立支援、職場環境の改善、福利厚生の充実、募集・採用の改善、教育訓練

の充実及びその他の雇用管理の改善の７項目のうち、当該中小企業者の実情に照らして、

職業に必要な高度の技能及びこれに関する知識を有する者の確保のために必要かつ適切

な項目、新分野進出等に伴って実施することにより良好な雇用の機会の創出に資する項目

又は実践的な職業能力の開発及び向上を図ることが必要な青少年にとって良好な雇用の

機会の創出に資する項目に取り組むものであること。 

（別紙１） 



    ④ ③の７項目のうち、募集・採用の改善を除くいずれかの項目に必ず取り組むこととして

いること。 


